
KTJ-NET 上下水道入札情報配信システム 利用規約 

株式会社公共投資ジャーナル社（以下「KTJ」という）が提供する「KTJ-NET 上下水道入札情報配信シ
ステム」（以下「本システム」という）の利用条件は、本利用規約（以下「本規約」という）の定めると
ころによります。
第 1 条（適用および契約の成立）
1. 本規約は、本システムの利用に関し、KTJ および本システムの利用を申し込む者（以下「申込者」

という）との間の権利義務関係に適用されます。
2. 本システムの利用契約（以下「利用契約」という）は、申込者が本規約に同意のうえ KTJ 所定の方

法で申し込みを行い、KTJ がこれを承諾した時点で成立します。
第 2 条（ID の付与および利用範囲） 
1. KTJ は、利用契約 1 件につき、本システムを利用するための ID およびパスワード（以下「ID 等」

という）を最大 3 ID 分付与します。
2. 本システムの ID 等は、ご契約法人に所属し、同一事業所（同一拠点）に勤務する特定のご利用者様

ごとに登録いただく記名式とします。登録するメールアドレスは個人の専用アドレスとし、グルー
プアドレス、代表アドレスまたはメーリングリスト等、複数名で共有されるアドレスでのご登録お
よび ID 等の共有利用はご遠慮いただいております。

3. 登録されたご利用者様以外の第三者（同一法人内の他の役員・従業員を含みます）による ID 等の利
用はできません。

4. 契約者は、別途 KTJ が定める手続きおよび追加料金により、ID を追加取得（利用者の追加）するこ
とができます。

5. 同一の ID を用いて、複数の端末等から同時に本システムへ接続（同時ログイン）することはできま
せん。

6. ご担当者・ご利用者の異動や退職等に伴う登録メールアドレスの変更は随時受け付けます。変更が
生じた場合は、速やかにご連絡ください。

第 3 条（利用期間および中途解約） 
1. 本システムの利用期間は、利用契約成立後、KTJ が ID を発行し利用可能となった日から 6 カ月間と

します。
2. 契約者は、利用期間中であっても本契約を中途解約することができます。ただし、解約の時期およ

び理由の如何を問わず、支払済みの利用料の返金は行わないものとします。
第 4 条（利用料金および支払い） 
1. 本システムの利用料金は前納制とします。契約者は、利用契約締結後、KTJ が発行する請求書に基

づき、次期 6 カ月分の利用料を支払うものとします。
2. 振込手数料は契約者の負担とします。
第 5 条（契約の更新）
1. KTJ は、契約期間満了の約 1 カ月前に、契約者に対し次期の請求書を送付します。
2. 契約者が次期の利用料金を支払うことにより、本契約は同条件（料金改定がある場合は改定後の条

件）にて 6 カ月間更新されます。
第 6 条（利用料金の改定） 
1. KTJ は、本システムの運用コスト変動等に伴い、利用料金を改定することができるものとします。
2. 既存の契約期間（6 カ月間）中においてはご契約時の利用料が適用され、改定後の利用料は次回の契

約更新時より適用されます。
第 7 条（提供情報の利用制限） 



1. 本システムで提供されるデータベース、画面構成および配信形式等に関する権利は、KTJ または正
当な権利を有する第三者に帰属します。なお、本条は官公庁等の公的機関が公表する一次情報自体
の権利を主張するものではありません。 

2. 契約者は、本システムを通じて取得した情報について、自社内における通常の業務利用の範囲を超
えて、以下の行為を行ってはならないものとします。 
(1) 本システムから取得したデータを、KTJ の事前承諾なくそのまま第三者へ販売、譲渡、再配布
または転載すること 
(2) 本システムのデータを利用して、類似の配信サービスやデータベースを作成し、公開または提
供すること 
(3) 通信回線やサーバー等を介して、自社外の第三者と本システムのアカウントまたはデータを共
同利用すること 

第 8 条（サービスの変更および障害対応） 
1. KTJ は、本システムの利便性向上等のため、予告なくデザイン、仕様または機能の変更・追加を行

うことができるものとします。 
2. 契約者は、本システムに障害または不具合を発見した場合、速やかに KTJ へご連絡いただくものと

し、KTJ は速やかに対応に努めます。 
3. 万一、やむを得ない事情により KTJ が本システムの運営を継続できなくなった場合、KTJ は契約者

に対し速やかに通知し、未経過期間分の利用料金を月割りにて計算のうえ返金いたします。 
第 9 条（免責および損害賠償） 
1. KTJ は、本システムに掲載される情報の網羅性、正確性、最新性、および特定の利用目的への適合

性について保証するものではありません。 
2. 本システムの利用に関連して契約者に生じた損害について、KTJ の故意または重大な過失による場

合を除き、KTJ は一切の責任を負わないものとします。 
3. KTJ が損害賠償責任を負う場合であっても、その賠償額は当該契約者が直近 6 カ月間に KTJ へ支払

った利用料金（1 契約期間分）を上限とします。 
4. 契約者が本システムの利用に伴い、第三者との間で紛争が生じた場合、契約者は自己の責任と費用

においてこれを解決するものとします。 
第 10 条（個人情報の取り扱い） 

KTJ は、利用契約の履行にあたり取得した個人情報について、個人情報保護法に従い、適切に取り
扱うものとします。 

第 11 条（利用規約の変更） 
KTJ は、本システムの適正な運営のため、本規約を変更できるものとします。規約を変更する場
合、KTJ は事前に変更後の効力発生時期および内容を利用サイトへの掲載その他適切な方法により
通知いたします。 

第 12 条（準拠法および管轄裁判所） 
1. 本規約の解釈にあたっては、日本法を準拠法とします。 
2. 本システムまたは利用契約に関して紛争が生じた場合、KTJ の本社所在地を管轄する地方裁判所を

第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 
以上 
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